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男女共同参画意識に関する調査〔調査結果の概要〕 

１ 男女平等について 

  男女の地位の平等感（報告書 9P～25P）

図１ 男女の地位の平等感【分野別】 

“男性の方が優遇されている” 

・８つの分野について、“男性の方が優遇されている”と回答した人の割合は、「社会通念・慣

習・しきたりなど」（78.1％）、「政治の場」（77.6％）、「社会全体として」（72.7％）、「職場」

（65.3％）、「家庭生活」（56.1％）、「法律や制度の上」（46.5％）の順となっている。 

・「平等」と回答した人の割合は、「学校教育の場」（52.8％）、「地域活動の場」（33.4％）の順

となっている。 

“女性の方が優遇されている” 

男性の方が
優遇されて
いる

どちらかといえ
ば、男性の方が
優遇されている

女性の方
が優遇さ
れている

どちらかといえ
ば、女性の方が
優遇されている

わからない
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12.4

7.2

12.2

5.5

6.1

3.8

4.9

5.7

5.2

4.3

4.9

4.1

4.1

Ａ 家庭生活

Ｂ 職場

Ｃ 学校教育の場

Ｄ 地域活動の場

Ｅ 政治の場

Ｆ 法律や制度の上

Ｇ 社会通念・慣習・

しきたりなど

Ｈ 社会全体として

（％） 

無回答
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２ 家庭生活について 

 (1) 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方（報告書 29P～37P）

図２ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方【総数、性別、年齢別】 

図３ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考え方【他調査との比較】 

・“反対”（50.6％）が、“賛成”（40.7％）を上回っており、プランの数値目標（50％）を

達成した。 

・“賛成”の割合は、女性（36.6％）より男性（46.5％）の方が高く、年齢では 70 歳以上

（55.3％）が他の年齢層より高くなっている。 

・2017 年（平成 29 年）県調査（46.2％）と比較すると、“賛成”“反対”とも割合は高くな

っている。 

“賛成” “反対”

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 わからない反対

（％）

“賛成” “反対”

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 わからない反対

（％）
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19.0
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4.0

2.2

1.9

1.3

5.9

2.2

1.4

0.9

1.3

1.5

2.8

総数（N=1220）

女性（N=641）

男性（N=539）

答えたくない、わからない、

その他（N=17）

10歳代（N=13）

20歳代（N=90）

30歳代（N=139）

40歳代（N=212）

50歳代（N=229）

60歳代（N=263）

70歳以上（N=253）

無回答

無回答
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8.8 

12.5 
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27.5 

31.7 

32.1 

30.4 

38.5 

39.7 
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36.6 

34.8 
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26.7 

25.2 

19.0 
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19.5 

16.1 

18.8 

13.6 

14.8 

6.4 

5.2 

5.1 

6.0 

16.5 

11.9 

12.0 

2.2 

1.2 

1.9 

本調査（N=1220）

令和元年全国調査（N=2645）

平成28年全国調査(N=3059)

平成26年全国調査(N=3037)

平成29年県調査（N=1410）

平成26年県調査(N=1443)

平成20年県調査（N=2414）
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 (2) 家事の分担について（報告書 38P～46P）

図４ 家事の分担【項目別】 

図５ 家事の分担（食事の後かたづけ・食器洗い）【他調査との比較】 

6.5 

3.9 

64.3 

73.8 

22.4 

12.6 

3.0

5.1 

0.6 

1.4 

0.1 

3.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本調査（N=927）

平成20年県調査（N=1621）

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 わからない 無回答

・現在結婚している人（パートナーと暮らしている人）に８つの項目について聞いたところ、

６つの項目で「妻」と回答した人の割合が 50％を超えている。一方、「子育て」について「夫

婦」と回答した人の割合は、45.2％となっている。 

・2008 年（平成 20 年）県調査と比較すると、「夫婦」と回答した人の割合は６つの項目で高

くなり、「食事の後かたづけ・食器洗い」（12.6％→22.4％）が最も伸び幅が大きくなっている。
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26.6
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Ａ 食事のしたく（N=927）

Ｂ 食事の後かたづけ・食器洗い（N=927）

Ｃ 掃除（N=927）

Ｄ 洗濯（N=927）

Ｅ 買い物（N=927）

Ｆ 子育て（子どもの世話・しつけ・教育など）（N=826）

Ｇ 介護（介護の必要な親の世話・病人の介護など）（N=927）

Ｈ 家計の管理（N=927）

夫 妻 夫婦 家族全員 その他の人 わからない 無回答
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３ 女性の活躍について 

 (1) 女性が職業を持つことについて（報告書 59P～65P）

図６ 女性が職業を持つことについて【他調査との比較】 

・「子どもができても、ずっと職業を持ち続ける方がよい」（43.5％）、「子どもができたら仕

事をやめ、大きくなったら再び職業を持つ方がよい」（32.0％）、「子どもができるまでは職業

を持つ方がよい」（7.6％）の順となっている。 

・「子どもができても、ずっと職業を持ち続ける方がよい」の割合は、2019 年（令和元年）全

国調査（61.0％）と比較すると低いが、2017 年（平成 29 年）県調査（38.4％）と比較する

と、高くなっている。 
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3.6
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

本調査（N=1220）

令和元年全国調査（N=2645)

平成28年全国調査(N=3059)

平成26年全国調査(N=3060)

平成29年県調査（N=1410）

平成26年県調査(N=1443)

平成20年県調査（N=2124）

女性は職業を持たない方がよい 結婚するまでは職業を持つ方がよい

子どもができるまでは職業を持つ方がよい 子どもができても、ずっと職業を持ち続ける方がよい

子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び職業を持つ方がよい その他

わからない 無回答
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(2) 管理職以上に昇進することについて（報告書 72P～74P）

図７ 管理職以上に昇進することについて【総数、性別】 

                                                                                   （％） 

・「責任が重くなる」（70.1％）、「能力が認められた結果である」（54.3％）、「賃金が上がる」

（46.8％）の順となっている。 

・性別に見ると、男性より女性の方が高いのは、「能力が認められた結果である」（女性 60.8％・

男性 48.4％）、「仕事と家庭の両立が困難になる」（女性 29.8％・男性 17.6％）などとなって

いる。一方、女性より男性の方が高いのは、「自分自身で決められる事柄が多くなる」（女性

19.3％・男性 29.7％）、「賃金が上がる」（女性 44.5％・男性 51.0％）などとなっている。 

29.3

46.8

54.3

11.2

23.8

35.9

70.1

6.4

24.2

1.7

1.5

3.0

1.4

30.3

44.5

60.8

9.5

19.3

37.0

71.3

7.8

29.8

1.2

1.1

2.8

1.1

28.2

51.0

48.4

13.7

29.7

34.7

70.1

4.3

17.6

2.2

2.0

2.8

0.7

35.3

35.3

35.3

11.8

11.8

52.9

76.5

17.6

29.4

5.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

やりがいのある仕事ができる

賃金が上がる

能力が認められた結果である

家族から評価される

自分自身で決められる事柄が多くなる

やるべき仕事が増える

責任が重くなる

やっかみが出て足を引っ張られる

仕事と家庭の両立が困難になる

その他

特にない

わからない

無回答

総数

女性

男性

答えたくない、わからない、その他
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(3) 出産などでいったん離職した女性が再び社会で活動する仕方（報告書 78P～80P）

図８ 出産などでいったん離職した女性が再び社会で活動する仕方【総数、性別】 

（％） 

54.3

60.3

41.5

33.5

13.4

10.4

5.9

0.3

2.8

1.1

2.7

1.1

49.0

64.0

45.4

38.4

13.6

10.8

6.9

0.3

3.4

0.8

2.8

0.6

61.8

58.1

37.5

28.9

13.4

10.4

5.0

0.4

2.2

1.3

2.0

0.6

35.3

29.4

58.8

29.4

11.8

5.9

5.9

11.8

0 10 20 30 40 50 60 70

これまでの知識・経験を生かして働けること

を重視し、正社員として再就職する

仕事と家事・育児・介護の両立のしやすさな

どを重視し、正社員として再就職する

これまでの知識・経験を生かして働けること

と、働く時間や場所の両方を重視して、パー

ト・アルバイトなどで再就職する

働く時間や場所を最も重視して、パート・ア

ルバイトなどで再就職する

家事・育児・介護の経験を生かした仕事によ

り地域に貢献する（ヘルパー、保育補助、家

事代行）

これまでの経験を生かしてボランティアや

NPO 活動で地域に貢献する（育児・介護ボ
ランティア、PTA 、防災・治安パトロール、リ

サイクル活動など）

これまでの経験を生かして企業またはNPO 
の立上げを行う（小売店経営、IT企業設立、

ボランティア団体設立など）

家事以外で活動する必要はない

その他

特にない

わからない

無回答

総数

女性

男性

答えたくない、わからない、その他

「仕事と家事・育児・介護の両立のしやすさなどを重視し、正社員として再就職する」

（60.3％）、「これまでの知識・経験を生かして働けることを重視し、正社員として再就職す

る」（54.3％）、「これまでの知識・経験を生かして働けることと、働く時間や場所の両方を重

視して、パート・アルバイトなどで再就職する」（41.5％）の順となっている。 
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４ 仕事と生活の調査（ワーク・ライフ・バランス）について 

「生活の中で仕事、家庭生活、地域・個人の生活で優先すること」（報告書 94P～99P）

図９ 生活の中で仕事、家庭生活、地域・個人の生活で優先すること 

＜現実として＞【総数、性別】 
（％） 

33.0

23.5

1.7

21.1

2.4

3.9

4.4

1.8

4.5

3.8

19.7

35.7

1.2

18.4

1.6

5.6

5.8

2.3

5.8

3.9

49.9

9.8

2.4

24.1

3.0

2.0

3.2

1.3

2.2

2.0

17.6

5.9

47.1

5.9

17.6

5.9

0 20 40 60

「仕事」を優先している

「家庭生活」を優先している

「地域・個人の生活」を優先している

「仕事」と「家庭生活」をともに優先している

「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先している

「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先している

「仕事」と「家庭生活」と「地域・個人の生活」を両立している

その他

わからない

無回答

総数

女性

男性

答えたくない、わからない、その他

・＜希望として＞は、「『仕事』と『家庭生活』をともに優先したい」（35.2％）、「『家庭生活』

を優先したい」（22.1％）の順となっている。 

・＜現実として＞は、「『仕事』を優先している」（33.0％）、「『家庭生活』を優先している」

（23.5％）、「『仕事』と『家庭生活』をともに優先している」（21.1％）の順となっている。

・＜現実として＞を性別に見ると、女性は「「家庭生活」を優先している」と回答した人の

割合（35.7％）が男性（9.8％）よりも高く、男性は「「仕事」を優先している」と回答した

人の割合（49.9％）が女性（19.7％）よりも高くなっている。 
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５ 地域活動について 

「自治会長やＰＴＡ会長など、女性が地域活動のリーダーになるために必要なこと」

（報告書 112P～114P）

図 10 自治会長やＰＴＡ会長など、女性が地域活動のリーダーになるために必要なこと 

【総数、性別】
（％） 

39.3

49.8

34.7

15.4

16.2

3.3

8.3

7.8

2.0

36.0

52.0

34.3

15.3

13.9

3.1

9.4

7.8

1.2

43.8

48.4

35.8

15.8

19.7

3.2

7.4

7.4

1.3

35.3

35.3

23.5

11.8

5.9

17.6

23.5

5.9

0 20 40 60

女性が地域活動のリーダーになることに対す

る女性自身の抵抗感をなくすこと

女性が地域活動のリーダーになることに対す

る男性の抵抗感をなくすこと

社会の中で、女性が地域活動のリーダーにな

ることについて、その評価を高めること

女性が地域活動のリーダーになることについ

て、啓発や情報提供・研修を行うこと

女性が地域活動のリーダーに一定の割合でな

るような取組を進めること

その他

特にない

わからない

無回答

総数

女性

男性

答えたくない、わからない、その他

「女性が地域活動のリーダーになることに対する男性の抵抗感をなくすこと」（49.8％）、

「女性が地域活動のリーダーになることに対する女性自身の抵抗感をなくすこと」

（39.3％）、「社会の中で、女性が地域活動のリーダーになることについて、その評価を高め

ること」（34.7％）の順となっている。 
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６ 性的少数者やドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）について 

(1) 性的少数者について（報告書 115P～118P）

図 11 性的少数者に関する用語の認知度について【総数、性別】 （％） 

80.1

12.3

65.3

8.4

51.0

8.0

79.6

13.4

72.7

9.4

56.8

6.6

82.9

10.9

58.4

7.2

45.3

7.4

64.7

23.5

52.9

17.6

52.9

11.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

性的少数者を表す言葉のうち、レズビアン、ゲイ、

バイセクシュアル、トランスジェンダーの人を、それ

ぞれの頭文字をとり、「LGBT」というものがあること

性的少数者を表す言葉のうち、性的指向（Sexual 
Orientation）と性自認（Gender Identity ）の頭文

字をとり、「SOGI」というものがあること

本人が、公にしていなかった性的指向や性自認を

表明することを「カミングアウト」と呼ぶこと

本人の了承なく、性的指向や性自認を暴露すること

を「アウティング」と呼ぶこと

性的少数者が雇用や健康、家族形態など、様々な

面で困難な状況にあること

無回答

総数

女性

男性

答えたくない、

わからない、その他

５つの項目について「知っている」と回答した人の割合は、「LGBT」（80.1％）、「カミングア

ウト」（65.3％）、「性的少数者が雇用や健康、家族形態など、様々な面で困難な状況にあるこ

と」（51.0％）の順となっている。 
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(2) ＤＶについて 

「ＤＶに関する用語の認知度」（報告書 119P～121P）

図 12 ＤＶに関する認知度について【総数、性別】 

91.0

85.7

60.2

33.0

28.3

0.9

5.2

92.7

88.3

61.6

37.8

30.3

0.8

3.9

90.9

85.0

60.7

28.0

26.5

0.9

4.8

82.4

64.7

29.4

29.4

23.5

5.9

5.9

0 20 40 60 80 100

配偶者や恋人など親密な関係の人から受ける暴力を、いわゆる「ドメ

スティック・バイオレンス（DV）」と呼ぶこと

DVには、殴る、蹴るなど身体的暴力だけでなく、精神的・性的暴力も
含まれること

DV被害者を支援するために、法律（「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律」）が制定されていること

３の法律に基づき、県や名古屋市が設置している配偶者暴力相談支

援センターにおいて、相談や被害者の一時保護を行っていること

３の法律に基づき、DVを受けている者を発見した者は、配偶者暴力相
談支援センター又は警察に通報するよう努めなければならないこと

その他

無回答

総数

女性

男性

答えたくない、わからない、その他

（％） 

・５つの項目について「知っている」と回答した人の割合は、「配偶者や恋人など親密な関

係の人から受ける暴力を、いわゆる『ドメスティック・バイオレンス（DV）』と呼ぶこと」

（91.0％）、「DV には、殴る、蹴るなど身体的暴力だけでなく、精神的・性的暴力も含まれ

ること」（85.7％）の順となっている。 

・2014 年（平成 26 年）県調査と比較すると、「DV 被害者を支援するために、法律が制定さ

れていること」（48.1％→60.2％）が高くなっている。 
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７ 男女共同参画行政について 

「男女共同参画社会を推進していくために、行政に期待する役割」（報告書 131P～133P）

図 13 男女共同参画社会を推進していくために、行政に期待する役割【総数、性別】 
（％） 
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43.1

33.1

35.3

45.3

55.8

53.1

41.4

23.6

12.1

11.4

1.6

2.0

8.0

3.0

39.5

42.1

34.5

37.8

50.1

61.0

58.7

49.8

26.8

13.6

11.9

1.2

1.9

7.8

2.3

43.6

45.5

32.7

33.6

41.0

51.0

48.1

32.3

20.6

10.9

10.8

1.9

2.2

7.8

2.4

29.4

35.3

23.5

11.8

35.3

58.8

41.2

35.3

17.6

5.9

5.9

17.6

0 10 20 30 40 50 60 70

法律・制度面で見直しを行う

政治や行政などにおける政策決定の場に、女性を積極的

に登用する

民間企業・団体等の管理職に女性の登用が進むよう支援

する

職場における男女の均等な取扱いについて周知徹底が図

られるよう企業等に働きかける

労働時間の短縮や、在宅勤務、柔軟な労働時間制度な

ど、男性も含めた働き方の見直しを進める

子育てや介護中であっても仕事が続けられるよう支援する

子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の再就職を支

援する

保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や介護

サービスを充実する

学校や生涯教育などの場で、男女の平等と相互の理解や

協力についての学習を充実する

女性や男性の生き方に関する情報提供や相談などの場を

充実する

広報誌やパンフレットなどで、男女の平等と相互の理解や

協力についてPRする

特にない

その他

わからない

無回答

総数

女性

男性

答えたくない、わからない、その他

「子育てや介護中であっても仕事が続けられるよう支援する」（55.8％）、「子育てや介護等

でいったん仕事を辞めた人の再就職を支援する」（53.1％）、「労働時間の短縮や、在宅勤務、

柔軟な労働時間制度など、男性も含めた働き方の見直しを進める」（45.3％）の順となって

いる。 


